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1 ．はじめに
一国の経済は，各産業部門による相互の取引
によって成り立っている。こうした取引を記述
しているのが産業連関表であり，この表を用い
て経済の部門間の相互依存関係を分析するのが
産業連関分析である。また，一国における産業
構造は，各部門がどれほどの割合を占めて構成
されているかという特徴を持つと同時に，その
地域的構成においても大いに特徴づけられるだ
ろう。このような地域の経済分析に多用されて
いるものとして，地域産業連関表がある。地域
産業連関表としては，各地域の経済産業局が作
成する経済産業省地域産業連関表や，都道府県
単位で作成される都道府県産業連関表，政令都
市で作成される主要都市産業連関表などがあげ
られる。ただし，こうした地域産業連関表は，
基本的に地域外との取引を移出，移入という形
で集計した地域内産業連関表として公表されて
いるため，地域と地域との相互依存関係を分析
することが難しい。このような地域間の相互依
存関係を分析する際には，地域内産業連関表で
はなく，地域間の取引を記述した地域間産業連
関表を用いることが有益である。地域間産業連
関表としては，経済産業省が公表している経済
産業省地域間産業連関表がよく知られている。
しかしながら，この地域間産業連関表は，上述
の経済産業省地域産業連関表をもとに作成され
ているため，関東，近畿，中部，中国といった
比較的大きな地域区分となっている。そのた
め，各都道府県間の相互依存関係を分析するこ
とが困難である。また，近年では，都道府県産
業連関表を公開する際に，地域内産業連関表だ
けでなく，該当地域とそれ以外の日本という地
域区分で，地域間産業連関表を公表する例も見
られる。このような表は地域間産業連関表では
あるが，自地域とその他地域という区分である
ため，どの地域との依存関係が強いなどの分析
を行うことは困難である。
そこで，各研究機関や研究者が独自に都道府
県間の地域間産業連関表を推計して，分析を行
う例も多くみられる。山田（2010）では，東海
3 県の地域間産業連関表を作成している。さら
に，関西社会経済研究所（2008）では，関西 2
府 5 県の地域間産業連関表 1 ）を，東北活性化
研究センター（2011）では東北7県の地域間産
業連関表を, また中部産業・地域活性化セン
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ター（2011）では中部 9 県の地域間産業連関表
を作成している。加えて，石川・宮城（2003），
人見・Pongsun（2008）では47都道府県の地域
間産業連関表が作成されている。国立大学法人
静岡大学（2011）では，静岡県周辺の 1 都 5 県
の地域間産業連関表が作成され富士山静岡空港
の波及効果が分析されている。著者も居城
（2011）にて関東 1 都10県の関東地域間産業連
関表を作成し，関東地域間のウォーターフッ
トプリント（水負荷の関係）を分析している。
また，丸山（1992）では，東京を中心とした 1
都 3 県の東京圏産業連関表を作成している 2 ）。
これらから分かるように，47都道府県レベル
や，関西，中部，東北といった各地域では地域
間産業連関表が作成され分析されているが，日
本において最も経済規模の大きな関東における
地域間産業連関表の作成と関東地域間に特化し
た産業連関分析は近年まで十分行われていると
は言い難い。
そこで，本稿の目的は，居城（2011）で作成
した関東地域間産業連関表の作成方法を説明
し，それを用いた関東地域間の経済における相
互依存関係を明らかにすることにある。まず
は，地域間産業連関分析のレビューを行い，本
稿の問題意識を明らかにしたうえで，地域間産
業連関表の作成方法の説明，分析と進んでいく
こととする。
2 ．地域間分析に関わる先行研究と仮説
地域間産業連関分析は，Leontief（1953）を
はじめ，Chenery（1953），Moses（1955），Isard
（1951） な ど の 先 駆 的 な 業 績 で 知 ら れ る。
Leontief（1953）では，地域の産業を，その生
産物が全国的に跨って取引される全国的産業
と，特定地域内で取引される地方的産業に分
け，全国的産業の生産物については各需要地域
に一定割合で供給され，地方的産業の生産物に
ついてはその地域内の需要で吸収されるという
仮定を置き，一国経済の産業連関モデルの解を
地域別に分解する方法を提案している。これに
対し，Isard（1951）を始めとして，全国的産
業の仮定には無理があり，むしろ多くの産業は
非地方的産業に区分されるといった批判も出て
いる。また実証面でいえば，Chenery（1953）
は，イタリア経済の南北問題分析のため，国内
を南北 2 地域に分割した地域間産業連関表を用
いて，両地域の開発効果を分析した。Moses
（1955）は，アメリカを東部，西部，中西部に
区分した 3 地域モデルを作成し，東部地域の需
要が各地域に及ぼす効果を検討した。これら 2
つの先駆的実証分析には国・地域は違うものの
共通して見出せる特徴がある。それは，誘発効
果の地域ごとの配分をみると，いずれの分析で
も経済においての先進地域（イタリアでは北
部，アメリカでは東部）とやや遅れた後進地域
（イタリアでは南部，アメリカでは西部）で
は，先進地域に多く配分される形となってい
る。すなわち，地域間の誘発効果において，先
進地域が受ける恩恵がより多くなっているので
ある。
一方，日本における地域間産業連関分析の代
表的な研究として，Akita（1999）やHitomi et 
al（2000），鈴木（2006），人見・Pongsun（2008）
などがあげられる。Akita（1999）では，1965
年から1985年の地域間産業連関表を用いてその
成長要因を要因分析した。それによると，日本
の地域経済の成長は，首都圏地域を含む関東地
域の最終需要や投入係数の変化に帰するものが
大きく，日本の地域経済は関東地域に強く依存
しているという。また，Hitomi et al（2000）
では，1980年から1990年の地域間産業連関表を
用いて，日本における成長の約50％は関東地域
の最終需要や投入係数などの各要素の変化に
よって説明できるとしており，かつ関東の日本
全体に及ぼす影響は近年高まっていると指摘す
1 ）関西地域間産業連関表は2000年と2005年にかけて作成さ
れている。この表を使った分析としては武者（2008），武
者（2012）などを参照。
2 ）丸山（1992）における東京圏産業連関表は，東京都産業
連関表と同じく，本社部門を部門として立てている点に特
徴がある。
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る。鈴木（2005）では，2000年の地域間産業連
関表を作成したうえで分析を行い，次のような
点を指摘した。域際収支，生産誘発収支ともに
関東が最大の黒字であること。また，関東，中
部，近畿など経済規模の大きな地域は，他の地
域の最終需要によって自地域生産が誘発される
傾向が強く，他の地域（地方圏）では，自地域
の最終需要が他地域の生産誘発を引き起こしや
す い 傾 向 が あ る こ と な ど で あ る。 人 見・
Pongsun（2008）では，2000年の47地域間産業
連関表を作成し，生産誘発を地域内取引から生
じる部分（内部乗数）と他県との取引で生じる
部分（外部乗数）に分け分析を行った。それに
よると，内部乗数と比べ，外部乗数は各県ごと
大きな開きがある。これは各県の移入が東京，
大阪，愛知といった特定の地域に集中している
からである。さらに外部乗数と誘発される生産
額とは正比例の関係にあり，従来言われている
地域の自給率向上によって地域内波及（内部乗
数）を高める政策よりも，移出（外部乗数）を
高める政策が重要であることを指摘している。
以上のような地域間分析の先行研究によれ
ば，規模の大きい先進地域と地方地域との地域
間関係は，地方地域の需要によって先進地域の
生産誘発が拡大する一方，先進地域の需要に
よっては地方地域の生産誘発は拡大しないとい
う共通の特徴を見いだせるだろう。日本におい
ては，関東，近畿，中部地域とそれ以外の地域
との関係がそれに当たり，特に関東とその他地
域において顕著に見られる。本稿ではこのこと
を踏まえ，関東地域間産業連関表を作成し，関
東地域内部（ 1 都10県）の相互依存関係におい
て上記のことが言えるかどうか検証することを
目的とする。仮説として，関東内部において
は，東京以外の関東地域の需要によって東京の
生産誘発が拡大する一方，東京の需要による東
京以外の関東地域の生産誘発はそれほど大きく
ないであろうという点を検証したい。Akita
（1999）やHitomi et al（2000），鈴木（2006）
などで，日本の地域経済における関東地域の影
響力の大きさが指摘されてきたが，本稿ではそ
うした関東地域内部の構造解明に焦点を当てる
こととする。まず次節にて関東地域間産業連関
表の作成方法について解説し，その後地域間関
係の分析を行う。
3 ．関東地域間産業連関表の作成手順
本稿では，関東域内の各都県間の交易関係を
含めた関東域内の地域間産業連関表を作成す
る。
まず，関東地域の範囲を確定する必要があ
る。日本では，都道府県を統合した地域の区分
について政府統計ごとに若干の相違がある。関
東と中部地域と相違が特に大きく，「住民基本
台帳人口移動報告年俸」「国勢調査報告」では，
新潟，山梨，長野の 3 県は中部に属すが，「地
域産業連関表」ではこれら 3 県は関東に属して
いる。本稿では，経済産業省の各部局が作成す
る地域区分を参考に，関東地域として東京都，
神奈川県，千葉県，埼玉県，茨城県，栃木県，
群馬県，新潟県，長野県，山梨県，静岡県の1
都10県を対象にする 3 ）。
関東地域間産業連関表を作成するための基礎
的な情報は， 1 都10県でそれぞれ作成している
各都県産業連関表である。本稿では，この各都
県産業連関表に載っている情報を尊重し，各都
県産業連関表を組み合わせ，関東地域間産業連
関表を作成するという方針を採る 4 ）。
また，今回作成する関東地域間産業連関表の
年次は2000年の表である 5 ）。
3 ）丸山（1992）では，関東地域内における東京，神奈川，
千葉，埼玉の 1 都 3 県の東京圏産業連関表を作成している。
4 ）関東地域間産業連関表の作成では，財団法人　関西社会
経済研究所編（2008）「関西地域間産業連関表の作成方法 
2000年版」を参考にした。
5 ）利用可能な最新年次の地域産業連関表は2005年表である
が，今後の研究として，地域間産業連関表をIDE-JETRO
アジア国際産業連関表と接続した表作成と分析を計画して
いる。そのため，今回はアジア国際産業連関表の現在最新
公表年次である2000年に年次を揃えた地域間産業連関表と
なっている。
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3 ． 1 　部門統合
各都県産業連関表は，それぞれ若干部門分類
が異なるため，関東地域間産業連関表作成のた
めに，共通の産業分類を整える必要がある。本
稿では，関東地域間産業連関表の部門類を居
城・長谷部（2010）で作成した神奈川の産業分
類（31部門）に出来るだけ合わせるように28部
門の分類を作成した。この28部門の部門分類を
作成するために使用した各都県産業連関表の部
門数は以下に示す通りである。
3 ． 2 　移輸出・移輸入の分割推計
関東地域間産業連関表では，関東域内の交易
関係を推計しなければならないが，その前に各
都県産業連関表の域外取引が，輸出，移出，輸
入，移入に分割されている必要がある。1都10
県のうち，栃木県産業連関表以外の 1 都 9 県の
産業連関表では，公開されている表で既に移
出・輸出，移入・輸入が分割されている。ここ
では，栃木県の移輸出・移輸入の分割について
述べる。栃木県の隣に位置し，比較的似たよう
な経済規模と経済構造を持つ群馬県産業連関表
では，移出・輸出，移入・輸入が分割されてい
る。そのため，栃木県の各産業の移出・輸出比
率ないし移入・輸入比率は，群馬県の各産業の
移出・輸出比率および移入・輸入と等しいと仮
定し，群馬県の比率を用いて栃木県の移輸出，
移輸入の分割を行った。
し，各都県産業連関表を組み合わせ，関東地域間産業連関表を作成するという方針を採る4。 
また，今回作成する関東地域間産業連関表の年次は 2000 年の表である5。 
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表 1 　今回用いた各地域産業連関表の部門数
東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡
70 31 104 105 104 99 104 100 104 99 188
表 2 　関東地域間産業連関表 統合分類28部門 部門分類
1 農林水産 15 精密機械
2 鉱業 16 その他の製造工業
3 食料品 17 建設
4 繊維製品 18 電力・ガス熱供給・水道廃棄物
5 パルプ・紙・木製品 19 商業
6 化学製品 20 金融保険
7 石油・石炭製品 21 不動産
8 窯業・土石製品 22 運輸
9 鉄鋼 23 通信放送
10 非鉄金属 24 教育・研究
11 金属製品 25 その他の公共サービス
12 一般機械 26 対事業所サービス
13 電気機械 27 対個人サービス
14 輸送機械 28 分類不明
関東地域における地域間分業関係の分析 ― 99 ―― 98 ―
(215)
3 ． 3 　移輸出・移輸入の関東域内・外分離
3 ． 3 ． 1 　農林水産業からその他製造まで
　　　　　　（貨物純流動調査を使った分割）
3.1，3.2において，移出・輸出，移入・輸入
が分割された11地域の28部門地域内産業連関表
が作成された。次に，これら移出・移入を関東
域内に対してのものと関東地域外に対してのも
のに分割し，かつ関東域内に対しての移出・移
入を関東域内のどの都県に対してのものなのか
に分割する。
本稿では，この分割を，大きく 2 つの方法で
行う。まず，この項で行う貨物純流動調査で行
う分割であり，もう一つは後述する需要額に応
じた分割である。
国際産業連関表を含む地域間産業連関表作成
の場合，この地域間取引の把握，ないしは推定
に多くの労力が払われる。国際産業連関表の場
合，各国の国境が境界となるため，各種貿易統
計によって比較的容易に各国の取引の把握を行
うことができる。一方，地域間の場合，通常そ
うした取引の把握は統計上容易ではないため，
サーベイを行って情報を収集するか，それが難
しい場合，各種ノンサーベイ法を適用すること
によって地域間取引を推定することになる。ノ
ンサーベイ法は，データのない場合のあくまで
次善の策として取り入れられているものであ
り，基本的には実際のデータを用いるか，サー
ベイを行うことが望ましいとされる。研究者個
人レベルのサーベイは大規模な調査になり容易
ではないため，本稿では，地域間取引の把握に
は，既存のデータを出来る限り用い，データの
ない個所についてはノンサーベイ法を適用する
ことにする。
地域間の取引把握のためのサーベイとして代
表的なものは，経済産業省の『商品流通調査』
である。この調査は，各地域の産業連関表作成
のために行われているものであるが，今回この
調査結果を利用することができなかったため，
『全国貨物純流動調査（物流センサス）』を用い
ることにした。『全国貨物純流動調査』は，『自
動車輸送統計』，『鉄道統計』などとともに貨物
輸送を把握する統計の一つであるが，後者が，
自動車や鉄道といった各輸送機関がどこからど
こまで貨物を輸送したかという輸送機関に着目
した統計であるのに対し，貨物そのものに着目
し，貨物の出発点から到着点までの動きをとら
えたものである。物資の種別に，出荷事業所か
ら届け先事業所までの流動をとらえており，本
稿ではこの中の『都道府県間流動編』を用い
て，各物資が，どの都県からどの都道府県へ流
動したかを把握する。『都道府県流動編』で
は，47都道府県間の流動が示されているが，本
稿で必要な，関東域内（ 1 都10県）での流動と
それ以外の地域への流動に分けて整理した 6 ）。
『都道府県流動編』では貨物の種別として79種
類取り上げられており，この種別を付表 1 に示
す分類に従って本稿での関東地域間産業連関表
の 1 農林水産業から16そのほか製造業へと振り
分けた。この作業によって，「 1 農林水産業か
ら16その他製造業」について，関東域内及び地
域外への流動量を把握することができる。本稿
では，これらのデータを，例えば東京発の農林
水産業産品の合計を 1 とし，各地域へそのうち
どれだけの割合で流動するかという比率化をす
表 3 　移出・輸出，移入・輸入分離
移出と輸出，移入と輸入が分割されている県
（東京以外競争輸入方式）
移出と輸出，移入と輸入が分割されていない県
群馬　埼玉　千葉　茨城　神奈川　静岡　山梨　長野
新潟　東京（非競争方式）
栃木
6 ）ただし，ここでの貨物流動のデータは本来必要な金額
ベースでのフローではなく重量べースのものである。この
結果，地域間取引推定結果に何らかの偏りが生じる可能性
がある。しかし，地域間の流動データはそもそも十分に揃
えることが難しいため，今回は重量ベースを金額ベースに
変換せず，そのまま用いている
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ることで用いた。
次に，3.2で確定した関東地域 1 都10県の「 1
農林水産業から16その他製造業」までの各移出
額を，『貨物純流動調査』で求めた比率を用
い，関東域内の各地域への移出額と，地域外
（その他日本）への移出額とに分割した。本稿
の産業連関表部門分類と『貨物純流動調査』と
の関係は付表 1 参照。
3 ． 3 ． 2 　建設から分類不明まで
　　　　　　（需要額を使った分割）
「17建設から28分類不明」までの部門につい
ては，『貨物純流動調査』のデータを用いるこ
とが難しいため，移出が需要額に比例するとい
う仮定を置き，関東域内への移出と域外への移
出に分割した。この分割は，関東域内のＡ県を
例にすれば次の⑴式で表わされる。
Ａ県から関東域外への移出
＝Ａ県の移出額×関東域外の需要額／（関東
域外の需要額＋A県以外の関東の需要額）
⑴
なお，関東域外の需要の作成には，日本の
2000年基本表における産業別国内需要額合計か
ら，各地域の地域内表を合計し関東地域の産業
別域内需要額合計を求めたものを差し引いた。
⑴式を用いて，関東域内の各都県の関東域外へ
の移出額を推計した。その額を既存の関東各都
県の移出額から差し引くことで，関東域内の各
都県の，関東域内への移出額を推定した。
次に，関東域内への移出額を，関東域内の各
都県へ割り振る必要がある。この分割も，移出
が需要額に比例すると仮定すると，関東域内の
Ａ県から関東域内のＢ県への移出を例にすれ
ば，次の⑵式のようになる。
Ａ県からＢ県への移出
＝Ａ県の関東域内への移出額×Ｂ県の県内需
要額／（関東地域の域内需要額合計―Ａ県
の県内需要額）　 　　　　　　　　　　⑵
この⑵式によって，関東域内の各都県の地域
内各都県に対する移出額が確定する。
3.3.1，3.3.2の作業により，域内各都県28部門
全ての地域別移出額が決まる。
3 ． 3 ． 3 　移入の分割
3.3.1，3.3.2で確定した関東域内に対しての地
域別移出額は，見方を変えれば地域別移入額と
もなる。Ａ県からＢ県への移出額は，Ｂ県から
見ればＡ県からの移入額になるからである。こ
れはすなわち，Ａ県に対する域内各都県の移出
額総額は，Ａ県の域内からの移入総額となり，
Ａ県の既存の移入額（関東を含む日本の全地域
からの移入額）から，関東域内からの移入額を
差し引けば，関東域外からの移入額となるはず
である。しかし，3.3.1，3.3.2で求めた関東域内
移出額を用いたＡ県の関東域内からの移入額
が，既存のＡ県の移入額自体を上回る部門が出
てきてしまう。このような場合，該当部門にお
ける移入額自体を増加させることで対応した。
移入額の増加の方法は以下のように行った。
経済産業省が作成している関東地域産業連関表
（ 1 都10県）（以下経産省表）と本稿で作成した
関東地域間産業連関表（ 1 都10県）の地域内需
図 2 　移出額分割イメージ
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6ただ ，ここでの貨物流動のデータは本来必要な金額ベースでのフローではなく重量べー
スのものである。この結果，地域間取引推定結果に何らかの偏りが生じる可能性がある。
しかし，地域間の流動データはそもそも十分に揃えることが難しいため，今回は重量ベー
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東京 
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関東域内 関東地域外 
図 2 移出額分割イメージ 
関東地域における地域間分業関係の分析 ― 101 ―― 100 ―
(217)
要額の総額を比較する。本来これら 2 つの産業
連関表は，地域区分が同じであるので数値が一
致してしかるべきものであるが，作成方法が異
なるため一致しない。経産省表の地域内需要総
額に対する関東地域間表の地域内需要総額の比
率を調整係数として求める。次に経産省表の移
入総額（関東域外からの移入額）にこの調整係
数を乗じ，関東域外からの移入額を確定する。
この関東域外からの移入額と3.3.1，3.3.2で求め
た関東域内への移出額から，関東域内の各都県
における関東域外からの移入比率を求める。こ
の移入比率は各都県共通のものであると仮定す
る。この移入比率を，関東域内の各都県の既存
の移入額に乗じ，新たな関東域外からの移入額
とした。
まとめれば，3.3.1，3.3.2で求めた関東地域内
への移出額を地域内からの移入額とし，そこで
計算された地域内からの移入額が，既存の全地
域からの移入額を上回ってしまう部門に対して
のみ，域外からの移入比率を乗じた新たな域外
移入を設定する。
この作業によって，新たな域外移入を設定し
た部門については，移入総額が増加してしまう
ことから，既存の地域産業連関表のバランスが
崩れ，生産額が減少してしまう。そこで，最終
需要部門を移入額の増加分（生産額の減少分）
だけ増加させることで対応した。
新たな域外移入を設定した部門の最終需要構
成比率（最終需要額に占める消費，資本形成な
どの比率）に応じて，移入額の増加分を割り
振った。
3 ． 4 　地域間表への統合
3.1から3.3までの作業により，共通の28部門
分類を持ち，移出額および移入額を関東域外と
関東域内1都10県に分割された11個の地域産業
連関表が作成された。次に，これら移出額・移
入額を用いて地域間取引を推定する。
Ａ県における関東域内各都県からの移入額，
ないし関東域外からの移入額からそれぞれ移入
係数を作成する。同様に，輸入係数（M）も作
成する。次に，Ａ県の地域内産業連関表の中間
財取引行列から輸入係数を用いて輸入額を取り
除く。その後，輸入額を取り除いた中間財取引
に，関東域内からの移入係数と関東域外からの
移入係数を乗じて，Ａ県の関東域内各都県から
 
 
この分割を関東域内 A 県と B 県の例を用いて，数式を使って示そう。AXAを A 県の中間
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の A 県への移入係数，MAは A 県の輸入係数とする。元の A 県の中間財取引行列を AXAと
すれば，次のような形で AXAを分割することで，A 県の中間財投入を分離したことを意味
している。 
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同様に関東域内 B 県の中間財取引行列を AXBと置き，NNABは関東域内 A 県から B 県へ
の移入係数，NNRB が関東域外からの B 県への移入係数，MB は B 県の輸入係数とすれば，
分割することが出来る。 
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の中間財投入行列および，域外からの中間財投
入行列を作成する。さらに最初に中間財取引行
列から取り除いた輸入財投入行列をＡ県の中間
財投入方向に並べることで，Ａ県の中間財投入
をＡ県のＡ県内中間財投入，関東域内各都県か
らの中間財投入，関東域外からの中間財投入，
輸入による中間財投入に分離することができ
る。
最終需要についても同様に，県内に対しての
ものと，関東域内からのもの，関東域外からの
もの，海外からのものに，移入係数，輸入係数
を用いて分離する。
この分割を関東域内Ａ県とＢ県の例を用い
て，数式を使って示そう。AXAをＡ県の中間財
取引行列としよう。NNBAは関東域内Ｂ県から
Ａ県への移入係数，NNRAが関東域外からのＡ
県への移入係数，MAはＡ県の輸入係数とする。
元のＡ県の中間財取引行列をAXAとすれば，次
のような形でAXAを分割することで，Ａ県の中
間財投入を分離したことを意味している。
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　　⑶
同様に関東域内Ｂ県の中間財取引行列をAXB
と置き，NNABは関東域内Ａ県からＢ県への移
入係数，NNRBが関東域外からのＢ県への移入
係数，MBはＢ県の輸入係数とすれば，分割す
ることが出来る。
 
 
この分割を関東域内 A 県と B 県の例を用いて，数式を使って示そう。AXAを A 県の中間
財取引行列としよう。NNBAは関東域内 B 県から A 県への移入係数，NNRAが関東域外から
の A 県への移入係数，MAは A 県の輸入係数とする。元の A 県の中間財取引行列を AXAと
すれば，次のような形で AXAを分割することで，A 県の中間財投入を分離したことを意味
している。 
  
  
                                     (3) 
                                                                         
 
同様に関東域内 B 県の中間財取引行列を AXBと置き，NNABは関東域内 A 県から B 県へ
の移入係数，NNRB が関東域外からの B 県への移入係数，MB は B 県の輸入係数とすれば，
分割することが出来る。 
 
 
                                                   (4) 
   
 
輸入係数を使って国内
中間財行列に変換 
中間財取引 
中間財取引(国内) 
中間財投入（域内） 
中間財投入(域外) 
中間財投入（海外） 
輸 入 係
数・移入
係 数 を
使 っ て
分離 
図 3 A 県の中間財取引分割イメージ 
















AA
ARA
ABA
AARABA
AXM
AXNN
AXNN
AX)MNNNNI(
















BB
BRB
BBRBAB
BAB
AXM
AXNN
AX)MNNNNI(
AXNN
　　⑷
Ａ県，Ｂ県の最終需要もそれぞれFDA，FDB
とすれば，同様に分割できる。A 県，B 県の最終需要もそれぞれ FDA，FDBとすれば，同様に分割できる。 
 
                                                                      (5) 
 
 
まとめれば関東域内の A 県，B 県において中間財取引と最終需要について次のような分割
をしていることになる。 
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(6) 
このような作業を，関東地域 1 都 10 県の表について行っていけば，関東地域間表の形式が
出来上がる。 
 
表 4 関東地域間表の形式 
 
 
 
４.分析モデル 
 本稿では，通常用いられる地域間産業連関分析モデルに加え，外生地域（本稿の場合，
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このような作業を，関東地域 1 都10県の表に
ついて行っていけば，関東地域間表の形式が出
来上がる。
4 ．分析モデル
本稿では，通常用いられる地域間産業連関分
析モデルに加え，外生地域（本稿の場合，関東
地域以外の日本のその他地域と外国）からの移
輸入を加えた分析を行う。そのため，まず，通
常の地域間産業連関分析モデルを説明し，その
後本稿で用いるモデルの特徴について説明す
る。
まず，表 5 は，本稿で作成した関東地域間産
業連関表の簡略型である。関東地域間産業連関
表は,本来は 1 都10県の11地域間産業連関表で
あるが，表は簡略化のため，東京と神奈川の 2
地域間表として示している。表中のROJはRest 
of Japanを，ROWはRest of the Worldを 意 味
している。表中の添え字の 1 は東京を，添え字
の 2 は神奈川を，Ｊは関東以外の日本，Ｗはそ
の他世界を示している。
この簡略型関東地域間産業連関表を用いて，
本稿で用いるモデルの説明を行う。
まず，このような地域間産業連関表が与えら
れた場合の通常の産業連関モデルを説明しよ
う。 1 地域（東京）と 2 地域（神奈川）という
内生地域，Ｊ地域とＷ地域という外生地域を持
つ 2 地域の地域間モデルを考えると以下の⑺式
のようになる。
を意味している。表中の添え字の 1 は東京を，添え字の 2 は神奈川を，J は関東以外の日本，
W はその他世界を示している。 
 
表 5 関東地域間産業連関表（簡略型） 
 Intermediate Final Demand Export 
to ROJ 
Export to 
ROW 
Total 
Output Tokyo Kanagawa Tokyo Kanagawa
Tokyo 11Z  12Z  11F  12F  JE1  WE1  1x  
Kanagawa 21Z  22Z  21F  22F  JE2  WE2  2x  
ROJ 1JZ  2JZ  1JF  2JF  
ROW 1WZ  2WZ  1WF  2WF  
VA 1V  2V  
Total Input 1x  2x  
 
この簡略型関東地域間産業連関表を用いて，本稿で用いるモデルの説明を行う。 
まず，このような地域間産業連関表が与えられた場合の通常の産業連関モデルを説明し
よう。１地域(東京)と２地域（神奈川）という内生地域，J 地域と W 地域という外生地域を
持つ２地域の地域間モデルを考えると以下の(7)式のようになる。 
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ここで xiは i 地域の地域内生産額，Aijを(n×n)の投入係数行列で i=j の場合は地域内の中
間財投入係数行列，i≠j の場合は i 地域から j 地域への移入中間財投入係数行列となる。Fij
は i 地域財に関する j 地域の最終需要であるが，Eij，EiWは外生地域への移輸出を示す。I
を単位行列とすれば，(7)式を展開すると次の(8)式となる。 
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(8)式の最終需要を 1 地域，2 地域，外生地域 J と外生地域 W に分け，分割すると，次の
(9)式で表わすことができ，各地域の需要による誘発構造を分析することができる。後の説
明のために各要素の構成要素を示している。 
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W はその他世界を示している。 
 
表 5 関東地域間産業連関 （簡略型） 
 Intermediate Final Demand Export 
to ROJ 
Export to 
ROW 
Total 
Output Tokyo Kanagawa Tokyo Kanagawa
Tokyo 11Z  12Z  11F  12F  JE1  WE1  1x  
Kanagawa 21Z  22Z  21F  22F  JE2  WE2  2x  
ROJ 1JZ  2JZ  1JF  2JF  
ROW 1WZ  2WZ  1WF  2WF  
VA 1V  2V  
Total Input 1x  2x  
 
この簡略型関東地域間産業連関表を用いて，本稿で用いるモデルの説明を行う。 
まず，このような地域間産業連関表が与えられた場合の通常の産業連関モデルを説明し
よう。１地域(東京)と２地域（神奈川）という内生地域，J 地域と W 地域という外生地域を
持つ２地域の地域間モデルを考えると以下の(7)式のようになる。 
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                              (7) 
ここで xiは i 地域の地域内生産額，Aijを(n×n)の投入係数行列で i=j の場合は地域内の中
間財投入係数行列，i≠j の場合は i 地域から j 地域への移入中間財投入係数行列となる。Fij
は i 地域財に関する j 地域の最終需要であるが，Eij，EiWは外生地域への移輸出を示す。I
を単位行列とすれば，(7)式を展開すると次の(8)式となる。 
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(8)式の最終需要を 1 地域，2 地域，外生地域 J と外生地域 W に分け，分割すると，次の
(9)式で表わすことができ，各地域の需要による誘発構造を分析することができる。後の説
明のために各要素の構成要素を示している。 
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L11は，1 地域の需要によって 1 地域で誘発される額を示し，L21は同様に 1 地域の需要に
よって 2 地域で誘発される額を示す。また，L12は 2 地域の需要によって 1 地域で誘発され
る額を示し，L1J は，J 地域すなわち外生地域であるその他日本の需要によって 1 地域で J
地域への移輸出需要として誘発される額を示す。通常の地域間産業連関分析はこの L の部
分の分析を行うことが一般的である。しかし，本稿で作成した地域間産業連関表は，関東
地域を内生化した表であるが，関東地域以外の日本は外生地域となっており，かつ外国の
部分も外生的な扱いとなっている。本稿では関東地域間の誘発構造を明らかにすることが
主目的であるが，経済活動は関東地域内で完結するものではないため，外生地域・外生国
の影響を含めて内生地域である関東地域内の構造を検討する必要があるだろう。 (9)式では，
E1J，E1W として外生地域・外生国への移輸出は考慮できているが，外生地域・外生国から
の中間財や最終財の移輸入は考慮できていない。簡易化された表中の記号でいえば，ZJ1，
ZW1，ZJ2，ZW2，FJ1，FW1，FJ2，FW2の部分が通常の(9)式の産業連関モデルでは分析の対象
外となっている。 
そこで本稿では，通常の産業連関分析で用いられる式(9)の分析に加え，長谷部・藤川・
シュレスタ(2012)で用いられた外生国からの中間財輸入と最終財輸入を含めた分析方法を
導入する。長谷部・藤川・シュレスタ(2012)では，外生国からの中間財や最終財の輸入を
考慮するため，本稿の記号で言えば，ROJ，ROW を内生的に扱う次のような仮説的な表 7
を考慮する。この表 7は先ほどの表 6に加え，新たに必要とされる情報はない。表 6との
違いは，ROJ，ROW を内生地域として扱っているので，内生地域として列部門に ROJ，ROW
という 2 地域を加えている点にある。しかしながら，ROJ，ROW 内での中間財取引，ある
いは 1 地域，2 地域という内生地域から ROJ，ROW への中間財移輸出のデータ，さらには
ROJ，ROW 同士の取引のデータはないので O としている。このような扱いをすることによ
り，ROJ と ROW を産業連関の誘発構造の枠組みに含めることができる。 
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る額を示し，L1J は，J 地域すなわち外生地域であるその他日本の需要によって 1 地域で J
地域への移輸出需要として誘発される額を示す。通常の地域間産業連関分析はこの L の部
分の分析を行うことが一般的である。しかし，本稿で作成した地域間産業連関表は，関東
地域を内生化した表であるが，関東地域以外の日本は外生地域となっており，かつ外国の
部分も外生的な扱いとなっている。本稿では関東地域間の誘発構造を明らかにすることが
主目的であるが，経済活動は関東地域内で完結するものではないため，外生地域・外生国
の影響を含めて内生地域である関東地域内の構造を検討する必要があるだろう。 (9)式では，
E1J，E1W として外生地域・外生国への移輸出は考慮できているが，外生地域・外生国から
の中間財や最終財の移輸入は考慮できていない。簡易化された表中の記号でいえば，ZJ1，
ZW1，ZJ2，ZW2，FJ1，FW1，FJ2，FW2の部分が通常の(9)式の産業連関モデルでは分析の対象
外となっている。 
そこで本稿では，通常の産業連関分析で用いられる式(9)の分析に加え，長谷部・藤川・
シュレスタ(2012)で用いられた外生国からの中間財輸入と最終財輸入を含めた分析方法を
導入する。長谷部・藤川・シュレスタ(2012)では，外生国からの中間財や最終財の輸入を
考慮するため，本稿の記号で言えば，ROJ，ROW を内生的に扱う次のような仮説的な表 7
を考慮する。この表 7は先ほどの表 6に加え，新たに必要とされる情報はない。表 6との
違いは，ROJ，ROW を内生地域として扱っているので，内生地域として列部門に ROJ，ROW
という 2 地域を加えている点にある。しかしながら，ROJ，ROW 内での中間財取引，ある
いは 1 地域，2 地域という内生地域から ROJ，ROW への中間財移輸出のデータ，さらには
ROJ，ROW 同士の取引のデータはないので O としている。このような扱いをすることによ
り，ROJ と ROW を産業連関の誘発構造の枠組みに含めることができる。 
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L11は，1 地域の需要によって 1 地域で誘発される額を示し，L21は同様に 1 地域の需要に
よって 2 地域で誘発される額を示す。また，L12は 2 地域の需要によって 1 地域で誘発され
る額を示し，L1J は，J 地域すなわち外生地域であるその他日本の需要によって 1 地域で J
地域への移輸出需要として誘発される額を示す。通常の地域間産業連関分析はこの L の部
分の分析を行うことが一般的である。しかし，本稿で作成した地域間産業連関表は，関東
地域を内生化した表であるが，関東地域以外の日本は外生地域となっており，かつ外国の
部分も外生的な扱いとなっている。本稿では関東地域間の誘発構造を明らかにすることが
主目的であるが，経済活動は関東地域内で完結するものではないため，外生地域・外生国
の影響を含めて内生地域である関東地域内の構造を検討する必要があるだろう。 (9)式では，
E1J，E1W として外生地域・外生国への移輸出は考慮できているが，外生地域・外生国から
の中間財や最終財の移輸入は考慮できていない。簡易化された表中の記号でいえば，ZJ1，
ZW1，ZJ2，ZW2，FJ1，FW1，FJ2，FW2の部分が通常の(9)式の産業連関モデルでは分析の対象
外となっている。 
そこで本稿では，通常の産業連関分析で用いられる式(9)の分析に加え，長谷部・藤川・
シュレスタ(2012)で用いられた外生国からの中間財輸入と最終財輸入を含めた分析方法を
導入する。長谷部・藤川・シュレスタ(2012)では，外生国からの中間財や最終財の輸入を
考慮するため，本稿の記号で言えば，ROJ，ROW を内生的に扱う次のような仮説的な表 7
を考慮する。この表 7は先ほどの表 6に加え，新たに必要とされる情報はない。表 6との
違いは，ROJ，ROW を内生地域として扱っているので，内生地域として列部門に ROJ，ROW
と う 2 地域を加えている点にある。しかしながら，ROJ，ROW 内での中間財取引，ある
いは 1 地域，2 地域という内生地域から ROJ，ROW への中間財移輸出のデータ，さらには
ROJ，ROW 同士の取引のデータはないので O として る。このような扱いをすることによ
り，ROJ と ROW を産業連関の誘発構造の枠組みに含めることができる。 
 
　　　　　　
⑼
L11は，1 域の需要によって 1 地域で誘発さ
れる額を示し，L21は同様に 1 地域の需要によっ
て2地域で誘発される額を示す。また，L12は 2
地域の需要によって 1 地域で誘発される額を示
し，L1Jは，J地域すなわち外生地域であるその
他日本の需要によ 1 地域でＪ地域への移輸
出需要として誘発される額を示す。通常の地域
間産業連関分析はこのＬの部分の分析 行うこ
とが一般的である。しかし，本稿で作成した地
間産業連関表は，関東地域を内生化した表で
あるが，関東地域以 の日本は外生地域となっ
ており，かつ外国の部分も外生的な扱いとなっ
ている。本稿では関東地域間の誘発構造を明ら
かにすることが主目的であるが，経済活動は関
東地域内 完結するものではないため，外生地
域・外生国の影響を含めて内生地域である関東
地域内の構造を検討する必要があるだろう。 
⑼式では，E1J，E1Wとして外生地域・外生国へ
の移輸出は考慮できているが，外生地域・外生
国からの中間財や最終財の移輸入は考慮できて
いない。簡易化された表中の記号でいえば，
ZJ1，ZW1，ZJ2，ZW2，FJ1，FW1，FJ2，FW2の部分
が通常の⑼式の産業連関モデルでは分析の対象
外となっている。
そこで本稿では，通常の産業連関分析で用い
られる式⑼の分析に加え，長谷部・藤川・シュ
レスタ（2012）で用いられた外生国からの中間
財輸入と最終財輸入を含めた分析方法を導入す
る。長谷部・藤川・シュレスタ（2012）では，
外生国からの中間財や最終財の輸入を考慮する
ため，本稿の記号で言えば，ROJ，ROWを内
生的に扱う次のような仮説的な表 6 を考慮す
る。この表 6 は先ほどの表 5 に加え，新たに必
要とされる情報はない。表 5 との違いは，
ROJ，ROWを内生地域として扱っているので，
内生地域として列部門にROJ，ROWという 2
地域を加えている点にある。しかしながら，
ROJ，ROW内での中間財取引，あるいは 1 地
域，2地域という内生地域からROJ，ROWへの
中間財移輸出のデータ，さらにはROJ，ROW
同士の取引のデータはないのでＯとしている。
このような扱いをすることにより，ROJと
ROWを産業連関の誘発構造の枠組みに含める
ことができる。
この表 6 をもとに，産業連関モデルを展開す
ると次の⑽式のようになる。
表 6 　ROJとROWを内生的に扱った仮説的な関東地域間産業連関表表 6 ROJ ROW を内生的に扱った仮説 な関東地域間産業連関表 
 Intermediate Final Demand Export 
to ROJ 
Export 
to ROW 
Total 
Output  Tokyo Kanagawa ROJ ROW Tokyo Kanagawa
Tokyo 11Z  12Z  O  O  11F  12F  JE1  WE1  1x  
Kanagawa 21Z  22Z  O  O  21F  22F  JE2  WE2  2x  
ROJ 1JZ  2JZ  O  O  1JF  2JF  O  O  Jx  
ROW 1WZ  2WZ  O  O  1WF  2WF  O  O  Wx  
VA 1V  2V  O  O  
Total Input 1x  2x  Jx  Wx  
 
この表７をもとに，産業連関モデルを展開すると次の(10)式のようになる。 
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(10) 
ここで注目したいのは (10)式において， 1JA , 1JA , 1WA , 2WA という形で外生地域であり 
(7)式では考慮されていなかった日本のその他地域（J 地域）からの中間財移入や，海外（W
地域）からの中間財輸入が式上で考慮されていることと， 1JF ， 2JF ， 1WF ， 2WF という
形で 1 地域と 2 地域の J 地域や W 地域からの最終財移輸入が考慮されていることである。 
(10)式を展開すると，次の(11)式を得る。 
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同様に，最終需要を項目別にして示すと，以下の(12)式で示される H 行列を得る。 
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表 6 ROJ と ROW を内生的に扱った仮説的な関東地域間産業連関表 
 Intermediate Final Demand Export 
to ROJ 
Export 
to ROW 
Total 
Output  Tokyo Kanagawa ROJ ROW Tokyo Kanagawa
Tokyo 11Z  12Z  O  O  11F  12F  JE1  WE1  1x  
Kanagawa 21Z  22Z  O  O  21F  22F  JE2  WE2  2x  
ROJ 1JZ  2JZ  O  O  1JF  2JF  O  O  Jx  
ROW 1WZ  2WZ  O  O  1WF  2WF  O  O  Wx  
VA 1V  2V  O  O  
Total Input 1x  2x  Jx  Wx  
 
この表７をもとに，産業連関モデルを展開すると次の(10)式のようになる。 
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ここで注目したいのは (10)式において， 1JA , 1JA , 1WA , 2WA という形で外生地域であり 
(7)式では考慮されていなかった日本のその他地域（J 地域）からの中間財移入や，海外（W
地域）からの中間財輸入が式上で考慮されていることと， 1JF ， 2JF ， 1WF ， 2WF という
形で 1 地域と 2 地域の J 地域や W 地域からの最終財移輸入が考慮されていることである。 
(10)式を展開すると，次の(11)式を得る。 
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同様に，最終需要を項目別にして示すと，以下の(12)式で示される H 行列を得る。 
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は考慮されていなかった日本のその他地域（Ｊ
地域）からの中間財移入や，海外（Ｗ地域）か
らの中間財輸入が式上で考慮されていることと
FJ1, FJ2, FW1, FW2という形で 1 地域と 2 地域の
Ｊ地域やＷ地域からの最終財移輸入が考慮され
ていることである。
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Export 
to ROW 
Total 
Output  Tokyo Kanagawa ROJ ROW Tokyo Kanagawa
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ROJ 1JZ  2JZ  O  O  1JF  2JF  O  O  Jx  
ROW 1WZ  2WZ  O  O  1WF  2WF  O  O  Wx  
VA 1V  2V  O  O  
Total Input 1x  2x  Jx  Wx  
 
この表７をもとに，産業連関モデルを展開すると次の(10)式のようになる。 
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(12) 
H 行列の構成要素を見れば明らかなように， 11H から WH 2 までは L 行列と同じであるが，
1JH から WWH までは，長谷部・藤川・シュレスタ(2012)で提案された，外生地域からの中
間財，最終財の移輸入による誘発効果を考慮した部分である7。 1JH は１地域の需要により
J 地域（その他日本）の最終財が直接移入される部分と J 地域の中間財が誘発される部分で
ある。 2JH は２地域の需要により J 地域の最終財が直接移入される部分と J 地域の中間財
が誘発される部分である。また， 1WH ， 2WH は同様に，それぞれ１地域，２地域の需要に
より W 地域の最終財が直接移入される部分と W 地域（海外）で中間財が誘発される部分
である。 JJH は J 地域の需要により，内生地域である 1 地域，2 地域の生産物が J 地域へ移
輸出されるが，その生産物を生産する際に内生地域が J 地域の中間財を移入することで J
地域へ誘発が及ぶ部分を示している。 JWH は，W 地域の需要により，内生地域である 1 地
域，2 地域の生産物が W 地域へ移輸出されるが，その生産物を生産する際に内生地域が J
地域の中間財を移入することで J 地域へ誘発が及ぶ部分を示している。 WJH は，J 地域の
需要により，内生地域である 1 地域，2 地域の生産物が J 地域へ移輸出されるが，その生産
物を生産する際に内生地域が W 地域の中間財を移入することで W 地域へ誘発が及ぶ部分，
                                                  
7長谷部・藤川・シュレスタ(2012)では，長谷部(2002)で提案された総投入基準国際分業率
を改良し，規模の効果を入れた Hasebe and Shrestha (2006) によるサイズ効果を，さらに改
良していると言える。Hasebe and Shrestha (2006) では，外生地域からの中間財移輸入を含
めた逆行列に内生地域の最終需要と外生地域への移輸出需要を乗じることでサイズ効果を
求めているが，外生地域からの最終財移輸入を考慮できていなかった。しかし，長谷部・
藤川・シュレスタ(2012)で提案された外生地域の内生化方法を用いれば， 1JF ， 2JF ， 1WF ，
2WF という外生地域からの最終財移輸入が考慮出来ているのが特徴である。 
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より W 地域の最終財が直接移入される部分と W 地域（海外）で中間財が誘発される部分
である。 JJH は J 地域の需要により，内生地域である 1 地域，2 地域の生産物が J 地域へ移
輸出されるが，その生産物を生産する際に内生地域が J 地域の中間財を移入することで J
地域へ誘発が及ぶ部分を示している。 JWH は，W 地域の需要により，内生地域である 1 地
，2 地域の生産物が W 地域へ移輸出されるが，その生産物を生産する際に内生地域が J
地域の中間財を移入することで J 地域へ誘発が及ぶ部分を示している。 WJH は，J 地域の
需要により，内生地域である 1 地域，2 地域の生産物が J 地域へ移輸出されるが，その生産
物を生産する際に内生地域が W 地域の中間財を移入することで W 地域へ誘発が及ぶ部分，
                                                  
7長谷部・藤川・シュレスタ(2012)では，長谷部(2002)で提案された総投入基準国際分業率
を改良し，規模の効果を入れた Hasebe and Shrestha (2006) によるサイズ効果を，さらに改
良していると言える。Hasebe and Shrestha (2006) では，外生地域からの中間財移輸入を含
めた逆行列に内生地域の最終需要と外生地域への移輸出需要を乗じることでサイズ効果を
求めているが，外生地域からの最終財移輸入を考慮できていなかった。しかし，長谷部・
藤川・シュレスタ(2012)で提案された外生地域の内生化方法を用いれば， 1JF ， 2JF ， 1WF ，
2WF という外生地域からの最終財移輸入が考慮出来ているのが特徴である。 
　 ⑿
Ｈ行列の構成要素を見れば明らかなように，
H11からH2WまではＬ行列と同じであるが，HJ1
からHWWまでは，長谷部・藤川・シュレスタ
（2012）で提案された，外生地域からの中間
財，最終財の移輸入による誘発効果を考慮した
部分である 7 ）。HJ1は 1 地域の需要によりＪ地
域（その他日本）の最終財が直接移入される部
分とＪ地域の中間財が誘発される部分である。
HJ2は 2 地域の需要によりＪ地域の最終財が直
接移入される部分とＪ地域の中間財が誘発され
る部分である。また，HW1，HW2は同様に，そ
れぞれ 1 地域， 2 地域の需要によりＷ地域の最
終財が直接移入される部分とW地域（海外）で
中間財が誘発される部分である。HJJはＪ地域
の需要により，内生地域である 1 地域， 2 地域
の生産物がＪ地域へ移輸出されるが，その生産
物を生産する際に内生地域がＪ地域の中間財を
移入することでＪ地域へ誘発が及ぶ部分を示し
ている。HJWは，Ｗ地域の需要により，内生地
域である 1 地域， 2 地域の生産物がW地域へ移
輸出されるが，その生産物を生産する際に内生
地域がＪ地域の中間財を移入することでＪ地域
へ誘発が及ぶ部分を示している。HWJは，Ｊ地
域の需要により，内生地域である 1 地域， 2 地
域の生産物がＪ地域へ移輸出されるが，その生
産物を生産する際に内生地域がＷ地域の中間財
を移入することでＷ地域へ誘発が及ぶ部分，
HWWは，Ｗ地域の需要により，内生地域である
1 地域， 2 地域の生産物がＷ地域へ移輸出され
るが，その生産物を生産する際に内生地域がＷ
地域の中間財を移入することでＷ地域へ誘発が
及ぶ部分をそれぞれ示している。本稿では，こ
の⑿式によるＨ行列について，通常のレオン
7 ）長谷部・藤川・シュレスタ（2012）では，長谷部（2002）
で提案された総投入基準国際分業率を改良し，規模の効果
を入れたHasebe and Shrestha （2006） によるサイズ効果
を，さらに改良していると言える。Hasebe and Shrestha 
（2006） では，外生地域からの中間財移輸入を含めた逆行
列に内生地域の最終需要と外生地域への移輸出需要を乗じ
ることでサイズ効果を求めているが，外生地域からの最終
財移輸入を考慮できていなかった。しかし，長谷部・藤
川・シュレスタ（2012）で提案された外生地域の内生化方
法を用いれば，FJ1， FJ2， FW1， FW2という外生地域からの最
終 移輸入が考慮出来ているのが特徴である。
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チェフ逆行列を拡大して用いているため，拡大
逆行列モデルと呼ぶこととする。
5 ．分析結果
通常の地域間分析で用いられる⑼式の結果を
まず，見てみよう。表 7 は産業部門（28部門）
を 1 部門に統合し地域ごとの生産誘発の関係を
見たものである。表中の行方向をみると，表頭
の地域の需要によって，どの地域で生産誘発が
おこったかを見ることができる。また，列方向
をみると，表側の地域がどの地域の需要によっ
て生産誘発を起こしたかをみることができる。
よって表中の列和は，表頭の地域の需要によっ
て自地域を含む各地域に起こした生産誘発の総
額を示す。行和は，表側の地域が，関東地域以
外の日本や外国の需要を含む他地域や自地域の
需要によってどれだけ生産誘発を起こしたかの
合計である。言わば，前者は，該当地域が自地
域の需要によって自地域及び他地域へ「誘発し
た値」であるのに対し，後者は該当地域が他地
域（自地域も含む）の需要によって「誘発され
た値」であると解することができる。表中で
は，対角要素を網掛けにしているが，これは自
地域で発生した需要で自地域に生産誘発が発生
した部分を示している。
まず地域別の列和，行和をみると，ともに東
京の値が最も大きい。自地域の需要によって自
地域・他地域へ誘発する額と自地域・他地域の
需要によって自地域で誘発する額いずれも東京
が関東地域内で最大であることを示している。
ただ，列和の「誘発した値」と行和の「誘発さ
れた値」を比較すると，「誘発された値」のほ
うが大きい。これは，仮説で述べた，「規模の
大きい先進地域と地方地域との地域間関係は，
地方地域の需要によって先進地域の生産誘発が
拡大する一方，先進地域の需要によっては地方
地域の生産誘発は拡大しない」という点が，関
東地域内でも言えることを示している。このこ
との背景には，東京以外の地域では，自らが生
産を行う際に，東京からの移入に多く頼ってい
るのに対し，東京では他地域への移出が大きい
ため，自地域の需要だけでなく他地域での需要
によっても大きな生産誘発効果を自地域で生む
構造があるからである。では，関東地域内で，
自地域の需要によって東京で多く生産誘発を起
こし，かつ東京の需要によって自地域で発生す
る生産誘発が少ない，言わば東京に対しての生
産誘発の赤字を最も発生させているのはどの地
域であろうか。表の結果によれば，その地域は
埼玉である。埼玉は，埼玉の需要によって東京
に10兆3100億円の生産誘発を起こしているが，
東京の需要によって埼玉で発生する生産誘発は
1 兆5100億円で，その差は 8 兆9000億円ほどに
なる。このような傾向が強いのは，金額ベース
で言えば埼玉に次いで神奈川，千葉の順であ
表 7 　関東地域間の生産誘発効果（通常のモデル）
単位：1000億円
東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡 他地域 他国 計
東京 851.02 76.79 48.17 103.05 29.57 14.71 15.33 19.14 15.42 5.33 22.28 352.06 104.25 1657.13 
神奈川 18.18 331.64 17.28 17.69 6.90 5.86 4.79 3.10 3.31 1.32 7.83 120.50 66.22 604.62 
千葉 14.08 19.76 203.17 11.39 7.06 3.16 3.50 2.54 1.96 0.76 3.79 70.27 42.70 384.15 
埼玉 15.13 15.44 17.03 222.01 7.17 4.25 6.11 2.28 1.84 0.73 2.89 64.15 29.32 388.35 
茨城 9.42 11.80 19.94 9.34 107.84 5.74 2.54 1.45 0.89 0.44 2.06 49.25 25.75 246.46 
栃木 4.85 10.34 3.59 8.10 3.71 65.23 3.45 1.34 1.24 0.28 1.19 46.49 12.58 162.39 
群馬 3.91 9.27 5.16 9.56 2.16 5.16 79.93 0.75 0.98 0.34 1.17 37.31 12.23 167.93 
新潟 4.63 3.77 2.66 3.74 1.15 0.99 0.86 111.98 1.83 0.17 0.87 28.37 13.72 174.76 
長野 3.59 5.66 4.93 3.95 1.48 1.46 1.50 2.38 86.04 0.99 1.21 36.34 23.03 172.55 
山梨 2.58 2.52 1.18 1.58 0.52 0.18 0.39 0.27 0.48 32.52 2.06 10.32 11.12 65.73 
静岡 6.78 19.00 7.48 10.41 3.11 1.86 2.61 1.40 2.25 1.03 133.40 113.29 31.78 334.41 
計 934.17 506.00 330.59 400.84 170.67 108.61 121.00 146.63 116.23 43.91 178.74 928.37 372.70 
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り，東京との移出入関係において移入が大きく
なるほど，対東京への生産誘発赤字も大きくな
ると言える。東京を除いた首都圏3県（神奈
川，千葉，埼玉）のうち，埼玉が最も東京から
の移入に依存しているとみることができる。た
だし，東京を除く関東10県は，自地域の需要に
よる生産誘発において，自地域への誘発を除け
ば何れも東京へ生産誘発する部分が最も大きい
ことがわかる。このことから，関東地域内にお
いて東京が各地域に中間財・最終財を移出する
ことで，自地域の需要による生産誘発を大きく
超える生産誘発を生み出しているという構造を
読み取ることができる。また，この生産誘発の
関係は，関東地域内における東京のプレゼンス
の大きさを示していると同時に，各地域間の関
係を明らかにすることができる。
ここで自地域の需要によって自地域以外のど
の地域に誘発を生みだしているか順位で示して
みよう（表 8 参照）。
東京以外の各地域で自地域需要の結果，誘発
が起きた地域の 1 位は前述の通り，東京であ
る。 2 位以降において各地域の特色が出てくる
が，神奈川では千葉，静岡，千葉では茨城，神
奈川，埼玉では神奈川，千葉といった順位とな
る。また，茨城，栃木，群馬といった北関東の
地域，あるいは長野，新潟，山梨といった甲信
越地域においても， 2 位にくるのは神奈川，埼
玉といった首都圏地域の県であり，東京を含め
た首都圏が関東地域にいかに多く移出をしてい
るかがわかる。また，関東地域の中でも，静岡
はやや広域の定義となるが，神奈川や長野をは
じめ各地域の需要によって生産誘発を起こす上
位 5 位に多く顔を出している。従来から静岡と
東海地域の愛知との経済的な結びつきは製造業
を中心に強いと考えられてきているが，静岡は
関東地域に対しても比較的強い生産誘発関係を
表 9 　関東地域間の生産誘発効果（拡大逆行列モデル）
単位：1000億円
東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡 他地域 他国 計
東京 851.02 76.79 48.17 103.05 29.57 14.71 15.33 19.14 15.42 5.33 22.28 352.06 104.25 1657.13 
神奈川 18.18 331.64 17.28 17.69 6.90 5.86 4.79 3.10 3.31 1.32 7.83 120.50 66.22 604.62 
千葉 14.08 19.76 203.17 11.39 7.06 3.16 3.50 2.54 1.96 0.76 3.79 70.27 42.70 384.15 
埼玉 15.13 15.44 17.03 222.01 7.17 4.25 6.11 2.28 1.84 0.73 2.89 64.15 29.32 388.35 
茨城 9.42 11.80 19.94 9.34 107.84 5.74 2.54 1.45 0.89 0.44 2.06 49.25 25.75 246.46 
栃木 4.85 10.34 3.59 8.10 3.71 65.23 3.45 1.34 1.24 0.28 1.19 46.49 12.58 162.39 
群馬 3.91 9.27 5.16 9.56 2.16 5.16 79.93 0.75 0.98 0.34 1.17 37.31 12.23 167.93 
新潟 4.63 3.77 2.66 3.74 1.15 0.99 0.86 111.98 1.83 0.17 0.87 28.37 13.72 174.76 
長野 3.59 5.66 4.93 3.95 1.48 1.46 1.50 2.38 86.04 0.99 1.21 36.34 23.03 172.55 
山梨 2.58 2.52 1.18 1.58 0.52 0.18 0.39 0.27 0.48 32.52 2.06 10.32 11.12 65.73 
静岡 6.78 19.00 7.48 10.41 3.11 1.86 2.61 1.40 2.25 1.03 133.40 113.29 31.78 334.41 
他地域 65.30 93.20 63.98 61.11 26.60 13.06 14.17 19.36 24.09 10.62 36.60 80.14 38.58 546.79 
他国 34.69 29.38 22.11 19.56 10.25 15.47 12.89 6.88 5.81 2.16 7.21 40.71 17.22 224.34 
計 1034.16 628.58 416.68 481.51 207.53 137.14 148.06 172.87 146.13 56.68 222.55 1049.22 428.50 5129.60 
表 8 　各地域の需要による生産誘発相手地域（上位 5 位）
需要を生み出した地域
順位 東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡
誘発地域
1 神奈川 東京 東京 東京 東京 東京 東京 東京 東京 東京 東京
2 埼玉 千葉 茨城 神奈川 埼玉 神奈川 埼玉 神奈川 神奈川 神奈川 神奈川
3 千葉 静岡 神奈川 千葉 千葉 茨城 神奈川 千葉 静岡 長野 千葉
4 茨城 埼玉 埼玉 静岡 神奈川 群馬 千葉 長野 埼玉 静岡 埼玉
5 静岡 茨城 静岡 群馬 栃木 埼玉 栃木 埼玉 千葉 千葉 山梨
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持っていることが明らかになった。
ここまでの結果は，外生地域からの移入，輸入
がモデル上考慮されていなかった。次に拡大逆行
列モデルであるＨ行列によりながら，生産誘発関
係において外生地域からの移入・輸入を考慮し
てみよう（表 9 参照）。先ほどの表 7 と比べ，
下に 2 行加わり，各地域の最終需要が関東以外
の日本の他地域，あるいは，外国に対して誘発
を起こす部分も考慮されている。東京から静岡
までの内生地域間の誘発関係は表 7 と同じであ
るが，他地域・他国からの移輸入を考慮してい
るため，内生地域誘発関係の行和は，表 7 と同
じになるが，列和の方が異なってくる。この他
地域，他国を含めたモデル式によって，関東地
域内の生産誘発関係と他地域，他国との生産誘
発関係をより包括的にみることができるように
なった。
生産を行うために，特に他地域への生産誘発
が大きいのが神奈川である。移入が大きいため
であるが，これは神奈川において移入性向の高
い製造業のウェイトが東京と比べ高いためであ
る。また，他国に対する生産誘発が大きいのが
東京である。ただ，東京の生産誘発の総額に対
しての他地域・他国に対しての生産誘発は，他
の関東地域と比べ必ずしも大きくはない。その
結果，前述した，東京は自地域の需要によって
他地域に生産誘発を起こすよりも他地域の需要
によって自地域に生産誘発を起こすという構造
にあることが，Ｈ行列を見ればより鮮明になっ
たと言えよう。
次に，表 9 を転置した表から表 9 を差し引け
ば，生産誘発関係の地域ごとの収支表を作成す
ることができる。それが次の表10である。
この表10では，表頭地域が，表側地域に対し
て，生産誘発において黒字なのか赤字なのかを
示している。対角要素は自地域と自地域になる
ので当然値はゼロとなる。東京は，関東地域内
の他の内生地域，あるいは外生の他地域・他国
に対して全て黒字になっていることを示してい
る。また，埼玉，神奈川，千葉など首都圏は，
東京に対しての生産誘発の赤字が大きく列和の
総額としても赤字となっている。茨城，栃木，
群馬は東京以外の首都圏に対して黒字であると
同時に外生地域である他地域へも黒字であるの
で，列和の総額としても黒字である。山梨以外
の 1 都 9 県は，関東以外の他地域に対して黒字
であることから，関東地域全体では，他の地域
に対して黒字であることが示されており，先行
研究の結果を支持する結果となった。
次に，Ｈ行列の結果を産業別に集計した結果
について検討する。表頭の地域の需要が表側地
域の産業にどれくらい生産誘発を与えるかを示
している。ここでは，製造業の代表的な産業で
ある一般機械（表11），電気機械（表12），輸送
機械（表13），またサービス業の代表的な産業
である対事業所サービス（表14），対個人サー
表10　生産誘発収支
単位：1000億円
東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡 他地域 他国 計
東京 0.00 -58.61 -34.08 -87.93 -20.15 -9.86 -11.42 -14.51 -11.83 -2.75 -15.50 -286.76 -69.56 -622.97 
神奈川 58.61 0.00 2.49 -2.25 4.90 4.47 4.48 0.67 2.35 1.21 11.17 -27.31 -36.84 23.96 
千葉 34.08 -2.49 0.00 5.64 12.88 0.44 1.67 0.12 2.97 0.42 3.69 -6.29 -20.60 32.53 
埼玉 87.93 2.25 -5.64 0.00 2.17 3.85 3.45 1.47 2.12 0.86 7.52 -3.05 -9.75 93.17 
茨城 20.15 -4.90 -12.88 -2.17 0.00 -2.03 -0.37 -0.31 0.59 0.08 1.05 -22.65 -15.50 -38.94 
栃木 9.86 -4.47 -0.44 -3.85 2.03 0.00 1.71 -0.35 0.23 -0.10 0.67 -33.44 2.89 -25.25 
群馬 11.42 -4.48 -1.67 -3.45 0.37 -1.71 0.00 0.12 0.52 0.05 1.44 -23.14 0.65 -19.87 
新潟 14.51 -0.67 -0.12 -1.47 0.31 0.35 -0.12 0.00 0.55 0.10 0.53 -9.02 -6.83 -1.88 
長野 11.83 -2.35 -2.97 -2.12 -0.59 -0.23 -0.52 -0.55 0.00 -0.52 1.05 -12.25 -17.22 -26.42 
山梨 2.75 -1.21 -0.42 -0.86 -0.08 0.10 -0.05 -0.10 0.52 0.00 -1.03 0.29 -8.96 -9.05 
静岡 15.50 -11.17 -3.69 -7.52 -1.05 -0.67 -1.44 -0.53 -1.05 1.03 0.00 -76.69 -24.57 -111.86 
他地域 286.76 27.31 6.29 3.05 22.65 33.44 23.14 9.02 12.25 -0.29 76.69 0.00 2.13 502.43 
他国 69.56 36.84 20.60 9.75 15.50 -2.89 -0.65 6.83 17.22 8.96 24.57 -2.13 0.00 204.16 
計 622.97 -23.96 -32.53 -93.17 38.94 25.25 19.87 1.88 26.42 9.05 111.86 -502.43 -204.16 0.00 
関東地域における地域間分業関係の分析 ― 109 ―― 108 ―
(225)
ビス（表15）について取り上げている。まず，
一般機械，電気機械，輸送機械についてみてみ
よう。地域全体で集計した結果では，列和（誘
発した値），行和（誘発された値）ともに東京
が最大であったが，この 3 つの製造業に関して
は神奈川の値が大きい。京浜工業地帯の中心で
ある神奈川は，製造業においては関東地域内で
高い生産誘発効果を持っていることが分かる。
さらに， 3 つの製造業とも，神奈川の列和（誘
発した値），よりも行和（誘発された値）の方
が大きな値となっている。すなわち，地域全体
の誘発関係では，東京が他地域の需要によって
自地域に生産誘発を起こす構造となっている
が，製造業に関しては，神奈川がそうした構造
となっていることになる。個別に検討していく
と，一般機械では，神奈川の需要によって，群
馬，東京，長野，埼玉，静岡といった地域の一
般機械産業に生産誘発が生じており 8 ），電気機
械では，神奈川の需要によって，東京，千葉，
静岡，埼玉の電気機械産業に生産誘発が生じて
いる 9 ）。輸送機械については，神奈川の需要に
より，東京，静岡，栃木，群馬の輸送機械産業
に生産誘発が生じており，また埼玉の需要に
よって群馬，東京，神奈川の輸送機械産業に生
産誘発を起こす分も大きい10）。対事業所サービ
スや対個人サービスなど，サービス業関連につ
いては，製造業が神奈川の存在感が大きかった
のに対して，東京による生産誘発効果が圧倒的
である。特に対事業所サービスにおいてその効
果が顕著である。東京以外のほとんどの地域で
は自地域の需要によって自地域の対事業所サー
ビスに生産誘発を起こす額よりも東京の対事業
所サービスに生産誘発を発生させる額の方が大
きくなっている11）。以上のようなことから，本
稿の仮説として提示された，「関東内部におい
ては，東京以外の関東地域の需要によって東京
の生産誘発が拡大する一方，東京の需要による
東京以外の関東地域の生産誘発はそれほど大き
くないであろう」ことが示されたと言える。た
だ，その構造は対事業所サービス業においてが
最も顕著である一方で，一般機械，電気機械，
輸送機械などの製造業は，京浜工業地帯の中心
である神奈川の生産誘発効果が大きく，かつ他
地域の需要によって自地域（神奈川）の該当産
8 ）一般機械とは，本稿の分類においては，原動機，ボイ
ラー，金属工作機械，金属加工機械，ベアリング，半導体
製造装置，事務用機械などの産業が含まれる。神奈川に
は，キャノンやリコー，牧野フライス，ミネベアといった
企業の事業所が立地するが，群馬のキャノン電子（赤城事
業所），や沖データ（高崎），東京のニコン（大井），長野
のセイコーエプソン，埼玉の富士ゼロックス（岩槻：2000
年当時，現在は閉鎖），静岡のリコー（御殿場，沼津），ア
マダ（富士宮）NTN（磐田），ミネベア，ヤマハといった
一般機械関連の事業所との連関効果がここでの結果に反映
されていると推察される。ただし，本稿の計算結果は個々
の事業所間の取引を特定できるものではなく，この点につ
いては実態調査によって検証されるものであることに注意
されたい。
9 ）電気機械産業には，半導体，民生用電気機械，重電など
が含まれるが，神奈川にはNEC，パナソニック，日立製作
所，東芝，ソニー，三菱電機，富士電機等日本の主要メー
カーが立地している。神奈川に立地するこうしたメーカー
の需要により，東京，千葉，静岡，埼玉といった地域に立
地する同一企業の事業所間の取引や，関連する企業との取
引が誘発され，神奈川の電気機械産業の生産誘発が大きく
なっていると推察される。神奈川の産業動向については若
林他（2011）なども参照。千葉の産業動向については青木
（2011）などに詳しい。
10）神奈川に横浜工場や追浜工場，久里浜工場などを置く日
産自動車は，関東地域に他に村山工場（東京），栃木工場
（栃木）などの事業所を立地させている。埼玉には，本田
技研工業，群馬には富士重工業，静岡には本田技研工業，
ヤマハ，スズキなどが立地する。部品メーカーとしてもカ
ルソニックカンセイが神奈川や群馬や埼玉，ジャトコが静
岡，ボッシュが群馬や埼玉などに事業所を立地している
等，関東地域は愛知県を中心とした中部地域と並ぶ輸送機
械産業の集積地である。こうした輸送機械産業間の取引が
関東地域間で大きな生産誘発効果を生んでいる。例えば，
神奈川の需要によって，東京や静岡，栃木，群馬の輸送機
械産業に生産誘発が起きていることの説明として，神奈
川（日産の事業所）の需要により，東京（村山工場）や，
静岡（ジャトコ），栃木（栃木工場），群馬（カルソニック
カンセイ）等に生産誘発が起きるなど，日産関連の取引関
係によるものだという解釈も可能であろう。ただし，繰り
返しになるが，実際の取引等具体的な内容については本稿
で取り扱う範囲を超えるため，実態調査によって明らかに
すべきである。関東地区の輸送機械産業の中核となる自
動車製造業や自動車部品製造業の実態や分析については清
（2007）に詳しい。
11）対事業所サービス業には，広告業，物品賃貸業，法務・
財務・会計サービス業などが含まれる。東京における対事
業所サービス，特に広告業などの集積は，神奈川と比較し
た若林他（2010）などでも取り上げられており，神奈川等
周辺地域の需要が東京に吸引されていると述べられてい
る。本稿の結果はそうした観点を補強する結果となった。
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表11　各地域の需要による一般機械産業への生産誘発効果
百億円
東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡 他地域 他国 計
東京 28.40 15.44 19.26 6.78 6.74 3.69 1.10 22.50 1.29 0.08 1.21 34.00 38.29 178.78
神奈川 9.68 20.16 17.68 7.24 6.69 2.05 2.12 1.48 0.90 0.48 2.82 113.93 58.93 244.15
千葉 3.17 8.47 10.74 2.64 1.21 0.31 0.99 0.60 0.28 0.36 1.09 18.79 19.15 67.81
埼玉 4.78 11.50 4.86 12.52 6.28 5.01 7.79 3.34 2.13 0.49 7.37 54.54 31.43 152.04
茨城 13.77 9.36 5.31 4.69 7.77 0.71 1.12 2.49 0.76 0.04 1.10 56.37 48.59 152.10
栃木 3.81 9.78 0.92 4.94 2.28 3.26 1.51 2.16 0.64 0.19 0.62 35.36 6.81 72.30
群馬 3.16 17.49 7.78 7.56 3.84 1.88 10.75 0.65 1.73 0.16 1.33 51.26 10.68 118.26
新潟 1.10 2.93 1.03 0.44 0.15 0.19 0.47 10.61 0.09 0.08 0.45 16.89 15.93 50.35
長野 1.34 11.54 4.88 2.24 1.11 2.11 2.04 4.98 9.61 0.32 0.51 33.96 23.68 98.32
山梨 4.93 1.70 0.84 0.61 1.47 0.12 0.11 0.54 0.30 3.60 1.08 12.56 34.40 62.26
静岡 1.89 10.60 4.06 1.09 1.12 1.33 0.22 1.08 0.82 0.11 7.25 71.98 19.06 120.62
他地域 12.50 45.53 33.38 19.03 5.32 3.83 7.49 12.64 11.42 7.06 15.54 31.47 19.01 224.23
他国 7.49 12.41 6.83 6.35 3.60 6.95 6.53 4.03 3.01 1.75 2.03 10.86 5.86 77.69
計 96.02 176.92 117.58 76.12 47.58 31.44 42.24 67.10 32.98 14.73 42.39 541.99 331.84 1618.92
表12　各地域の需要による電気機械産業への生産誘発効果
百億円
東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡 他地域 他国 計
東京 85.33 52.41 19.85 23.26 8.41 7.12 4.47 3.02 2.37 1.17 6.85 200.20 133.03 547.47
神奈川 24.56 54.16 40.25 19.69 5.54 2.36 7.59 2.60 1.49 0.63 4.42 134.11 173.81 471.22
千葉 5.70 37.23 10.67 3.49 1.80 1.38 0.50 0.29 0.19 0.13 0.53 28.63 51.29 141.82
埼玉 18.77 18.30 14.96 15.20 9.49 5.58 8.10 1.77 1.09 1.01 1.94 90.00 64.66 250.88
茨城 5.16 8.77 56.88 3.25 12.84 2.97 0.78 0.21 0.15 0.06 0.87 30.87 49.18 171.98
栃木 4.24 6.80 5.24 7.31 6.10 2.58 0.75 0.26 0.55 0.14 1.37 118.46 28.13 181.93
群馬 4.78 12.90 13.95 10.47 1.60 1.08 16.09 0.71 0.19 0.39 2.42 90.22 26.68 181.49
新潟 1.50 3.21 5.06 1.68 1.45 0.30 0.74 12.81 0.95 0.07 0.30 29.73 40.49 98.28
長野 8.10 15.35 21.07 10.37 5.90 4.22 2.49 6.82 6.35 1.90 2.33 107.68 121.88 314.46
山梨 4.10 9.44 1.95 1.18 0.53 0.33 0.89 0.19 0.59 3.77 8.76 17.94 40.38 90.04
静岡 9.48 25.87 18.15 8.54 1.76 1.23 6.57 0.91 0.52 1.23 10.87 155.28 56.60 297.02
他地域 32.93 84.97 67.57 13.69 10.61 4.13 14.45 13.85 23.84 6.52 21.03 79.68 68.76 442.02
他国 51.79 51.34 37.86 25.54 15.53 14.91 14.18 9.44 9.91 3.76 6.98 64.93 46.75 352.91
計 256.46 380.75 313.46 143.67 81.55 48.20 77.59 52.88 48.17 20.76 68.66 1147.72 901.64 3541.50
表13　各地域の需要による輸送機械産業への生産誘発効果
百億円
東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡 他地域 他国 計
東京 16.54 31.08 3.11 26.64 1.36 2.73 1.12 2.17 0.30 0.25 1.63 37.87 47.01 171.82
神奈川 8.42 62.71 8.78 22.08 8.15 15.27 3.66 2.12 1.18 1.21 7.99 109.15 127.37 378.09
千葉 0.10 1.15 2.54 0.48 0.04 0.14 0.05 0.01 0.06 0.01 0.03 2.71 4.46 11.78
埼玉 2.91 12.57 20.50 28.17 1.18 2.81 2.43 0.85 1.05 0.37 2.18 40.45 77.21 192.69
茨城 0.34 4.38 1.42 1.29 2.30 1.57 0.21 0.04 0.03 0.06 0.14 4.36 3.76 19.89
栃木 1.89 26.30 1.31 6.72 2.77 4.12 2.62 0.56 0.40 0.18 1.37 38.21 23.25 109.70
群馬 4.77 24.28 7.34 27.64 2.54 6.21 12.15 1.35 1.81 0.57 2.16 58.84 36.84 186.51
新潟 0.08 0.46 0.08 0.50 0.13 0.32 0.17 3.90 0.70 0.01 0.65 3.79 2.69 13.46
長野 0.19 2.98 0.33 2.11 0.26 0.57 0.26 0.06 1.15 0.03 0.78 15.16 7.88 31.78
山梨 0.12 1.71 0.12 0.72 0.04 0.08 0.08 0.01 0.01 0.29 0.29 2.97 2.02 8.47
静岡 2.72 29.66 1.94 10.67 2.89 2.99 2.74 0.54 1.65 0.13 21.92 184.29 115.22 377.37
他地域 10.29 62.40 26.25 43.53 20.80 11.11 6.68 14.61 15.95 5.57 23.33 65.67 52.61 358.82
他国 6.86 16.73 7.33 12.09 4.17 21.83 8.10 2.25 1.87 0.70 2.30 24.39 16.74 125.34
計 55.24 276.41 81.04 182.63 46.63 69.74 40.27 28.49 26.15 9.39 64.78 587.86 517.07 1985.70
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業（製造業）の生産誘発を起こす構造となって
いることが示された。
6 ．結論
本稿では，各都県の地域産業連関表から，関
東地域 1 都10県の関東地域間産業連関表（2000
年）を作成し，関東地域内部の誘発関係（分業
関係）について分析した。その際に，通常用い
られる地域間産業連関モデルに加え，外生地
域・外生国からの移輸入を考慮したモデルによ
り分析を行った。
結論として得られた主な結果は以下の点であ
る。
第一に，関東地域内においては，東京の需要
による他地域の生産誘発額と比べ，他地域の需
要による東京の生産誘発額の方が大きい。東京
以外の関東地域では，自地域の需要による生産
誘発は，自地域以外では何れも東京が最大と
なっている。その関係を生産誘発の収支として
考えてみると，東京以外の関東地域は東京に対
して生産誘発の赤字となっている。地域別にみ
ると埼玉，神奈川，千葉が東京に対する生産誘
発赤字が大きい地域である。
第二に，移輸入を考慮した拡大逆行列モデル
を用いて，内生地域が移輸入することで該当地
域の需要により外生地域へ生産誘発が起きる部
分が明らかになった。日本のその他地域に生産
誘発を大きく起こすのが神奈川の需要による生
産誘発であり，外国に生産誘発を大きく起こす
表14　各地域の需要による対事業所サービス業への生産誘発効果
百億円
東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡 他地域 他国 計
東京 1100.09 194.13 124.09 312.15 69.07 40.83 46.79 53.39 43.70 15.68 61.49 1098.27 233.83 3393.50
神奈川 19.59 232.87 11.98 12.86 5.30 3.60 3.89 3.56 3.12 1.19 5.25 119.03 33.08 455.31
千葉 8.98 9.85 130.53 6.10 3.32 1.64 1.89 1.77 1.39 0.53 2.21 50.19 24.67 243.06
埼玉 8.37 7.09 5.67 119.53 2.73 1.66 2.18 1.48 1.23 0.46 1.76 45.70 10.46 208.32
茨城 3.14 4.11 6.93 3.26 75.52 1.75 0.84 0.55 0.37 0.17 0.79 18.20 9.63 125.26
栃木 1.68 2.87 1.57 2.34 1.10 35.40 0.93 0.45 0.40 0.11 0.42 15.98 3.98 67.25
群馬 1.13 2.43 1.42 2.46 0.59 1.30 48.70 0.23 0.28 0.10 0.34 10.66 3.36 72.99
新潟 1.84 1.47 1.03 1.38 0.45 0.37 0.33 70.57 0.65 0.07 0.36 11.01 6.41 95.96
長野 1.37 1.83 1.55 1.32 0.52 0.46 0.47 0.74 43.12 0.27 0.43 12.75 7.24 72.09
山梨 0.77 0.76 0.38 0.48 0.18 0.08 0.14 0.11 0.15 12.97 0.56 4.02 3.09 23.70
静岡 2.68 6.29 2.72 3.70 1.12 0.67 0.95 0.61 0.85 0.35 64.74 38.56 10.71 133.94
他地域 113.30 81.82 50.32 81.93 17.70 17.53 14.80 12.10 26.82 11.74 30.37 104.60 41.22 604.24
他国 30.39 12.20 7.51 10.40 3.36 7.52 8.99 3.42 2.08 1.05 2.35 21.21 7.35 117.82
計 1293.32 557.72 345.72 557.89 180.96 112.82 130.91 148.99 124.16 44.68 171.06 1550.18 395.03 5613.43
表15　各地域の需要による対個人サービス業への生産誘発効果
百億円
東京 神奈川 千葉 埼玉 茨城 栃木 群馬 新潟 長野 山梨 静岡 他地域 他国 計
東京 1114.52 15.35 10.33 7.26 5.21 3.08 3.90 3.91 3.44 1.29 5.65 71.56 53.57 1299.09
神奈川 6.26 315.49 2.69 2.69 1.18 0.77 1.02 0.90 0.83 0.33 1.49 22.74 2.90 359.28
千葉 8.69 5.20 215.12 3.61 1.62 1.02 1.40 1.25 1.14 0.45 2.03 31.82 3.06 276.40
埼玉 3.92 2.37 1.75 218.61 0.78 0.49 0.69 0.56 0.51 0.20 0.90 14.46 1.23 246.50
茨城 1.37 0.90 0.86 0.65 98.17 0.23 0.23 0.20 0.18 0.07 0.32 5.47 1.06 109.71
栃木 2.13 1.37 1.01 0.98 0.44 74.47 0.39 0.32 0.29 0.11 0.50 8.96 5.86 96.81
群馬 0.88 0.61 0.41 0.46 0.18 0.17 83.46 0.13 0.12 0.05 0.21 3.78 2.46 92.92
新潟 1.25 0.74 0.52 0.54 0.23 0.15 0.20 87.61 0.19 0.06 0.29 5.06 1.33 98.17
長野 3.36 2.02 1.43 1.42 0.62 0.41 0.55 0.52 81.58 0.19 0.79 13.58 2.02 108.49
山梨 1.11 0.66 0.45 0.46 0.20 0.12 0.17 0.16 0.15 31.67 0.29 4.41 0.95 40.80
静岡 5.53 3.47 2.32 2.38 1.02 0.66 0.91 0.79 0.75 0.30 143.98 22.62 2.27 186.99
他地域 9.94 88.36 78.92 65.76 23.33 4.76 6.32 10.99 14.51 5.45 28.64 3.41 1.36 341.76
他国 36.31 18.49 13.07 11.12 5.26 6.18 6.36 3.03 4.40 1.37 6.56 2.01 0.69 114.85
計 1195.28 455.03 328.88 315.94 138.24 92.52 105.61 110.35 108.08 41.53 191.65 209.87 78.76 3371.76
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のが東京の需要による生産誘発であることが分
かった。
第三に，産業別に見れば，一般機械，電気機
械，輸送機などに代表される製造業では，神奈
川の需要による生産誘発が大きく，かつ生産誘
発収支において神奈川が黒字であるのに対し，
対事業所サービスや対個人サービスなどに代表
されるサービス業では，東京が大きな生産誘発
を起こし，かつ生産誘発収支でも大きな黒字で
あった。すなわち，他地域の需要によって東京
に大きな生産誘発が生じる構造は対事業所サー
ビス業などのサービス業において特に顕著であ
ることが分かった。
先行研究において指摘されていた「規模の大
きい先進地域と地方地域との地域間関係は，地
方地域の需要によって先進地域の生産誘発が拡
大する一方，先進地域の需要によっては地方地
域の生産誘発は拡大しないという共通の特徴」
は本稿における関東地域内の構造においても見
出すことができた。すなわち，関東地域が，日
本のその他地域に対して生産誘発黒字であると
いう構造を，関東内部においてより詳細に検討
すれば，東京がその他の関東地域に対して生産
誘発黒字であるという関係になっていることを
本稿では明らかにすることができた。
この結果によれば，東京以外の関東地域は，
東京に対して生産誘発赤字の関係となる。すな
わち自地域での生産の際に多く東京のものを移
入しなければならない状態となっている。この
関係を改善するためには，自地域の自給率を高
めていくことは勿論であるが，東京に対しての
中間財・最終財移出を拡大する（自地域の製品
を東京へ多く販売する）ことによって対東京へ
の生産誘発赤字を解消することができるであろ
う。そのためには，各地域において独自の魅力
ある競争力のある生産物を産出する必要がある
という点が示唆されるだろう12）。また，製造業
である機械工業に着目した場合，そうした傾向
は東京よりもむしろこの地域における製造業の
中心である神奈川において見られる。このこと
を考慮すると，今後に向けても地域間における
生産誘発関係の分析は産業別に検討していく必
要があるだろうことを付け加えたい。
今後の課題として，今回作成した関東地域を
詳細に検討できる関東地域間産業連関表（2000
年）を，年次を2005年表に更新し，国際産業連
関表とリンクし，国際間の地域間分析まで発展
させることが挙げられる。
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付表 1 　貨物純流動調査の関東地域間産業連関表との対応
部門分類 部門分類
麦 1 重油 7
米 1 揮発油 7
雑穀・豆 1 その他の石油 7
野菜・果物 1 ＬＮＧ・ＬＰＧ 7
羊毛 1 その他の石油製品 7
その他の畜産品 1 コークス 7
水産品 1 その他の石炭製品 7
綿花 1 化学薬品 6
その他の農産品 1 化学肥料 6
原木 1 染料・顔料・塗料 6
製材 1 合成樹脂 6
薪炭 1 動植物性油脂 6
樹脂類 1 その他の化学工業品 6
その他の林産品 1 パルプ 5
石炭 2 紙 5
鉄鉱石 2 糸 4
その他の金属鉱 2 織物 4
砂利・砂・石材 2 砂糖 3
石灰石 2 その他の食料工業品 3
原油・天然ガス 2 飲料 3
りん鉱石 2 書籍・印刷物・記録物 16
原塩 2 がん具 16
その他の非金属鉱物 2 衣服・身の回り品 4
鉄鋼 9 文房具・運動娯楽用品 16
非鉄金属 10 家具・装備品 5
金属製品 11 その他の日用品 16
産業機械 12 木製品 5
電気機械 13 ゴム製品 16
自動車 14 その他の製造工業品 16
自動車部品 14 鉄スクラップ 16
その他の輸送機械 14 金属製容器包装廃棄物 16
精密機械 15 その他の金属くず 16
その他の機械 16 廃家電 16
セメント 8 その他容器包装廃棄物 16
生コンクリート 8 その他のくずもの 16
セメント製品 8 動植物性飼肥料 16
ガラス・ガラス製品 8 その他の廃棄物 16
陶磁器 8 金属製輸送用容器 16
その他の窯業品 8 その他の輸送用容器 16
取り合せ品 16
